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グローバルITガバナンス 
 

10年前の米国のサブプライムローン問題に端を発した金融危機により、多くの金融機
関がビジネス領域やエンティティを横断した、ガバナンスの大切さに気付き始めた。
また、金融当局もガバナンスについての規制を強化する傾向にある。 

グローバルにさまざまな領域でビジネスを展開している金融機関では、グループ本部
の経営層がビジネス領域／エンティティ横断でリスクを把握し、統制する「グローバ
ルガバナンス」という仕組みを推進している。また、グローバルガバナンスの取組み
においては、統制のみならず、グループ全体で業務プロセスの統一や効率化が大きな
課題となっており、それをサポートするテクノロジーに対するグローバルガバナンス

（以下、グローバルITガバナンス）の確立が求められている。 

本稿では、グローバルITガバナンスについて、海外の金融機関の取組み動向を踏まえ、
解説する。 

 

1. グローバルITガバナンスの枠組みと課題 

(1) グローバルITガバナンスが必要とされる背景 

多種のビジネス領域・ポートフォリオを持つ、欧米の金融機関では、領域ごとのビジ
ネスユニットが専門のITチーム（IT BUまたはIT LOB）を有するケースがあり、その場
合のITBUの業務範囲は、サポートするビジネスユニットのみとなるため、責任範囲や
管理範囲が狭くなりがちである。 

一方、グループ全体でのIT運営におけるヘルスチェック（日常的なリスクや課題のモ
ニタリング）とその状況に応じたエスカレーションと対応、さらには各国拠点におけ
る、統制の有効性評価、内部監査、外部監査、当局対応、および、それらに対する改
善等、領域ごとのITBUでは対応が難しい課題がある。このような課題解決のための取
組みが、グローバルITガバナンスである。
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(2) グローバルITガバナンスの枠組みの整備 

グローバルITガバナンスは、多くのビジネス領域や各拠点の関係者が関与するため、そ
の意義や実現性について、関係者と十分協議の上、ポリシーやスタンダードとして明文
化することが必要である。ポリシーやスタンダードの検討にあたっては、国際標準のフ
レームワークの活用がよく採用され、海外ではCOBITを採用する事例が多いが、日本で
はそれほど多くはない。 

日本では、従来、各拠点やエンティティ単位でのITガバナンスに取り組んできたが、グ
ループベースでのITのリスクや課題については全体的な管理はできていなかった。既
存のやり方で整備したITガバナンスを基に、COBIT等も意識しながら、少しずつ改善に
取り組んでいる企業が多いのが現状である。ただし、グローバル化の進展が急激である
ため、すべて本社から管理する従来型のITガバナンスでは対応できず、根本的に見直し、
組織面での体制を作り直している企業もある。 

ITガバナンスのポリシー／スタンダードを整備する際は、下記のピラミッド図のよう
な整理も1つの考え方である。ポリシーはグローバルでハイレベルのステートメントを
記載し、スタンダードは必須のコントロールを記載する。ポリシーとスタンダードはグ
ローバルレベルで本社（HQ）が所管する。プロシージャとガイドラインは必要に応じ
作成し、ベストプラクティスと推奨事項を記載する。なお、プロシージャとガイドライ
ンの作成は海外拠点が行い、管理する。L3／L4の文書において、L1／L2の要求事項よ
り統制を弱める場合は、本部または地域拠点の管理者の承認を得ることとしている
ケースが多い。 

【図表1】グローバルITガバナンスのポリシー構成 

グローバルITガバナンスにおいては、ポリシー／スタンダードの策定だけではなく、そ
のポリシー／スタンダードをグローバルの全社員に理解させ、準拠するよう意識のレ
ベルを上げること（研修等プログラム含め）が重要である。さらに、ポリシー／スタン
ダードに準拠し、グローバルITガバナンスの枠組みが有効に機能しているか、企業全体
の横断的な監視・管理が必要となる。各レベルの文書においては、これらの活動を含め
て、本部／エンティティ／拠点の役割・責任を明確にする必要がある。 

 

 

 

「L1」 →本部が作成／展開。全社（各拠点）に適用。
原理・原則に記載

「L2」 →本部／中間拠点が作成・展開。
自社と各国の拠点に適用。

「L3,L4」→地域ごとに必要な対応（たとえば地域の当局
等）その地域にだけ必要なものであり、本社
の承認は必要ないものである。

ポリシー
（ハイレベルス
テートメント）

スタンダード
（必須コントロール）

ガイドライン
（最良慣行等）

プロシージャ
（手順書等）

L1

L2

L3

L4

本社はグローバル定例会議等で情報共有される
ので、L3とL4の存在感の有無と必要性について
は把握する必要がある。
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(3) グローバルITガバナンスの主な課題 

① 本部とエンティティ／各拠点の役割分担 

グローバルITガバナンスの構築において、担当者が頭を悩ませる課題に、本部とエン
ティティ／拠点との役割分担がある。多くの日本企業では、「本社が各拠点を直接統括
する」体制をとっているが、グローバルに展開している欧米の金融機関では、本部の下
に、欧州、米国、アジアパシフィック等の地域拠点を設置し、さらにその下に各拠点を
配置し、地域拠点に管理させていることが多い。このような金融機関における、グロー
バルITガバナンスの組織体制をピラミッド図で表現すると、図表2のようになる。 

【図表2】階層ごとの役割分担 

 

ある大手金融機関においても、各拠点が自拠点のITにかかわるリスクと課題を管理す
るとともに、地域拠点にその状況を報告する責任を負い、地域拠点は配下の拠点のリス
クと課題を管理し、必要に応じて改善を支援するとともに、その状況をグループ本部に
報告する責任を負う。そしてグループ本部は地域拠点からの報告内容を集約し、必要に
応じてグループ全体の施策を立案・実行するとともに、その状況を経営層に報告する責
任を負うといったケースがある。 

② ポリシーへの各国規制の取込み 

グローバルITガバナンスのポリシー／スタンダードの策定にあたって、各国規制の内
容をどこまで取り込むべきかが課題となることが多々ある。ある金融機関では、規制の
うち、ハイレベルの部分（図表1のL1／L2）のみを取り込み、L3／L4にあたる具体的な
要求事項は各拠点にて文書化している。ハイレベル部分のうち、どの部分をグローバル
のポリシーに取り込むかは、本部と規制を受ける拠点が協働して、選定している。 

③ ポリシー策定におけるステークホルダーの同意 

グローバルITガバナンスのポリシー／スタンダードは多くのビジネス領域や各拠点の
関係者が関与するため、本部、地域拠点だけではなく、ITBUを含め、すべての関係者
の同意を得ることが重要なポイントである。 

ポリシーの策定にあたり、定期的に関係者にその状況を報告し、レビューを受けながら
進めていくが、レビューにあたっては、現状を踏まえた上で将来像を描く目的で、統制
の強度を議論する。この取組みにより、ポリシー検討の手戻りを防ぎながら、ポリシー
のリリース時の実効性を高めた例もある。

グループ全体としてのシステムリ
スク管理体制の有効性を担保・説
明する責任を有する

拠点域（自拠点および管轄拠点）
としてのシステムリスク管理体制
の有効性を担保・説明する責任を
有する

自拠点におけるシステムリスク管
理体制の有効性を担保・説明する
責任を有する

【本部】

【地域拠点】

【各拠点】
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④ リアルタイムでのダッシュボード作成の必要性 

各拠点からの報告の集約に時間を要するため、グローバルの経営層／管理者がITのリ
スクや課題の把握に時間を要し、結果として対応が遅れる場合がある。 

欧米のある金融機関のケースでは、経営者がグループ内のITのリスクや課題の状況に
ついてリアルタイムで把握するために、各LOBからのデータを集計し、ダッシュボート
として表示するシステムを導入していたが、各LOBでのITの管理指標が、ビジネスや業
務システムの特徴に応じて設定されていたため、それらの集約や変換に時間と手間が
かかり、その結果、ITのリスクや課題の把握に時間を要していた。対策として各拠点の
情報を1つに纏めてリアルタイムで更新される仕組みを作り、いつでも経営者が確認で
きる環境を整備した。 

 

2. まとめ 

多くの日本企業はグローバルITガバナンスを場当たり的にやってきた感が否めないが、
今後は体系だったガバナンスモデルに基づき構築していく必要がある。どのような役
割分担、ポリシー／スタンダードの構成とするにせよ、海外展開を行う金融機関におい
て、グローバルITガバナンスの構築は避けることができない。ただし、グローバルITガ
バナンスの最適な形は、展開しているビジネスの多様性や地域、社風等の影響を大きく
受けるため、各社ごとに異なる。本稿が最適なグローバルITガバナンスのあり方の検討
に際し、一助となれば幸いである。 

 

 

KPMGコンサルティング株式会社 

シニアマネジャー Madhava Balivada 
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